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１．はじめに 
 
 「ヒト（人的資源）」は，災害対応業務の要である．

災害対応業務には，いのちを守る活動，社会のフローを

安定させる活動，社会のストックを再建する活動，それ

を支える情報管理・ロジスティクスがあると言われてい

る1）．これらの業務における状況認識，対応方針の立

案・決定，実際の対応実施に至るまでのプロセスのすべ

ては「ヒト」によってなされている．大規模な災害とも

なれば，被災した自治体では，防災や危機管理の部局の

人員のみならず，全庁あげて災害対応に従事しなければ

ならない．さらには，庁内人員だけでは足りず，被災地

の外からの応援を受けて対応しなければならない． 
 2011年東日本大震災における被災自治体では，深刻な

人材不足が発生している．2012年6月時点では，宮城県の

沿岸市町村だけでも469人の職員が不足していた2）．2013
年5月時点では，岩手県・宮城県・福島県の3県で582人の

職員が不足している3）．NHKの調査では，前述3県にお

ける44の被災自治体が，総額で約1.3兆円の復興予算を繰

り越しているという．この復興予算の繰り越しの主な原

因のなかには，工事請負業者の作業員・資材の不足のほ

か，自治体職員の不足によって用地確保等の交渉が進ま

ないことが挙げられている3）． 
 災害対応における人的資源の運用に関する研究には，

次のようなものがある．目黒・石原4）は，災害対応業務

における人的配置を行うシミュレーションモデルを設計

し，業務量のリアルタイムなモニタリングによって業務

処理を効率化できることを明らかにした．林ら5）は，阪

神・淡路大震災の兵庫県において，人的資源や組織の運

用に関する分析を行い，時間展開，組織構成，人員配置，

取扱業務を整理して，今後の災害対応を計画するための

根拠となる基礎的な知見を抽出した．阪本・矢守6）は，

東日本大震災の応急期における応援調整の調査・分析を

行い，広域災害における応援調整に求められる要件を明

らかにした．これまでの一連の研究においては，災害対

応の最前線である被災した基礎自治体（市町村）の人的

資源の運用状況や不足の実態に迫る調査・分析はなく，

これに関連する知見は多く見られない． 
 本研究は，東日本大震災で被災した基礎自治体の人的

資源運用の実態や不足状況について調査・分析し，現状

の課題や今後の大規模災害における人的資源確保に関す

る知見の導出を試みるものである．本稿では，宮城県石

巻市を対象に調査・分析を行った結果について述べる．

同市は，東日本大震災の被災自治体のなかで最も深刻な
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職員不足が発生している基礎自治体の一つであることか

ら（後述），東日本大震災の人的資源の運用の事例調査

に最も適していると考えた． 
調査にあたっては，石巻市の人事担当者と防災担当者，

および宮城県における市町村担当者へのインタビューに

よる質的調査と，関連する統計資料の分析を行う量的調

査によって行った．各担当者へのインタビュー調査は，

2013年4～5月にかけて，1回目は非構造化インタビューを

行い，2回目は1回目の調査結果を文書・図表等で形式知

化したものを提示し，内容の確認を行う構造化インタビ

ューによって行った．それぞれのインタビューに要した

時間は1～3時間程度である． 

 
 

２．石巻市の発災後の組織・人的資源の概要 
 
 詳細な分析に至る前に，東日本大震災は発生した後の

石巻市における組織・人的資源の時系列的な変遷につい

て概観する．図 1 に発災後の石巻市の人的資源配置の大

枠を時系列的に示した． 
 石巻市は地震発生後，震度 6 以上が観測されたことか

ら，同市の地域防災計画 7）にもとづき，非常配備（3 号

配備）をしき，本庁に石巻市災害対策本部（以下，災害

対策本部）を設置した．3 号配備においては，防災関係

職員のみならず，全職員が配置される全庁体制となる．

また，災害対策本部が設置されている期間は，課体制か

ら班体制に編成される．課体制とは，平時における庁内

の人員配置である．班体制は，災害対策本部の組織体制

であり，防災対策課が本部連絡班に，広報広聴課が広報

広聴班に，総務課や総合政策課が総務班といったように，

平時における課単位で，災害時の役割・組織構成が定め

られているものである．石巻市では，東日本大震災が発

生した翌年 1 年後の年度末日である 2012 年 3 月 31 日ま

で以上のような組織体制をとっていた．この間には，1）
関西広域連合や，2）その他の自治体等の団体からの応援

職員が災害対応を支援していた（図 1）．  
 石巻市は，災害対策本部を解散し，2012 年 4 月 1 日に

石巻市震災復興推進本部（以下，震災復興推進本部）を

設置した．同組織は，震災発生から 1 年が経過し，以降

の震災復興事業を推進するために設置された．それと同

時に班体制がとかれ，通常の課体制となった．これ以降

は，後述する石巻市の独自調整および総務省スキームに

よる他地方自治体からの派遣職員，宮城県からの職員派

遣などの長期派遣の体制が整い，2012 年 6 以降，職員派

遣が継続的に行われている（図 1）．  
 本稿では，石巻市において災害対策本部が設置されて

いた期間を応急・復旧対応期，震災復興推進本部が設置

されている期間を復興対応期と呼ぶことにする．応急・

復旧対応期における応援職員の派遣は，概ね応援する側

が直接的に支援を申し出る方式であった．復興対応期に

おける応援職員の派遣は，ニーズ把握と被災地からの応

援要請にもとづく，一定のシステム化がなされた方式が

とられていた（後述）．第 3 章では応急・復旧対応期，

第 4 章では復興対応期における応援職員を中心とする人

的資源の確保について，第 5 章では両期間にわたる石巻

市内の部局・人的資源の変遷について，第 6 章では復興

対応における人的資源の確保に関する課題について述べ

る． 

 
 

３. 応急・復旧対応期における人的資源確保 
 
 前章で述べたように，応急・復旧対応期には，大きく

分けて 1）関西広域連合による応援職員と，2）その他の

自治体・団体等からの応援職員が災害対応を支援してい

た．図 2 に，応急・復旧対応期におけるこれらの応援職

員数の時系列変化を示した．図 2 には，石巻市の避難者

数の推移も併せて示している（右側，第 2 軸）． 
 関西広域連合が，石巻市入りし，初めて実際の応援対

応を行ったのは 2011 年 3 月 23 日であった．石巻市には，

兵庫県，鳥取県，徳島県の県および市町村職員を派遣さ

れていた．いずれの応援自治体も同日から 1 週間サイク

ルで職員を派遣していた．兵庫県は第 33 次（10 月 29 日

まで），鳥取県は第 37 次（11 月 2 日まで），徳島県は

第 23 次（8 月 31 日まで）．兵庫県は不定数で職員を派

遣し，鳥取県は 35～40 人体制，徳島県は 6 人体制の一定

数で職員を派遣していた．支援業務としては，兵庫県が

避難所の運営，生活再建支援室の事務を，鳥取県は避難

所の運営，災害廃棄物対策課の事務を，徳島県は支援物

資の管理業務を支援していた．いずれも応急・復旧の時

期において大量の対応・処理が求められる業務である． 
 関西広域連合以外には，地方自治体では 6 都道県，38
市区町，その他が 5 団体から応援職員が派遣されていた．

これらの応援職員は，避難所の運営とり災証明発行業務

を支援していた． 
 応急・復旧対応期における応援職員の人数は，発災約

3 ヶ月後の 6 月 15 日～18 日がピークを迎えている．発災

後に応援職員の派遣を準備していた各自治体が，派遣の
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図 1 石巻市における人的資源配置の変遷 

図 2 石巻市における応急・復興対応期の応援職員数の変化 
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体制を整え，実質的に派遣対応ができるまでに概ね 3 ヶ

月間を要していたと考えられる．関西広域連合のように

複数県の連携によって一本化された窓口を有する自治体

と，被災自治体と個別に派遣・受け入れの調整を行わな

ければならない自治体 6）との時間差が以上のように表れ

ている可能性がある．8 月下旬頃までは 100 人以上の応

援職員がおとずれているが，9 月以降は 3 分の 2 程度に

急激に減少している．石巻市では市内の避難所を 10 月

11 日に閉鎖しており（図 2），避難所運営の業務需要が

なり，応急仮設住宅への対応に移行したことが大きく関

係している．その後，関西広域連合による応援職員の派

遣が 11 月ですべて終了したために，50 人程度もしくは

それを下回る人数に推移している．それ以降は，2012 年

3 月末まで徐々に減少していく．発災後約 1 年間におけ

る他自治体からの応援職員は 1 日平均 69.0 人であった． 
この間，被災地は混乱期であり，石巻市にとって他地方

自治体に要請を行うことは困難であった． 

 
 

４．復興対応期における人的資源の不足状況とそ

の対応 

 
 本章では，復興対応期における人的資源の不足状況と

その対応について述べる．人材資源の不足状況について

は，県内の沿岸 15 市町に対して，宮城県が必要・充足・

不足状況について調査・公表を行なっていることから 8），

比較のために，石巻市以外の被災沿岸自治体についても，

人的資源の不足状況を把握することにする． 
 

(1)宮城県の市町村関係職員確保アクション・プラン 
 宮城県においては，東日本大震災で被災した市町村に

おいて復興対応業務が進展することに伴って，深刻な職

員不足が発生することを鑑み，「市町村復興関係職員確

保アクション・プラン」を 2013 年 6 月に作成した．同プ

ランは次の 3 項目で構成されている： 
1） 「市町村震災関係職員確保連絡会議」の設置 
2） 市町村における復興関係職員の不足状況の把握 
3） 復興関係職員の不足を解消するために取り組み． 
 1）の連絡会議は，市町村の復興関係職員の確保に関す

る情報共有を行うために 2012 年 6 月に設置された連絡会

議である．宮城県の沿岸 15 市町および宮城県において，

会議の開催のみならず，メール等の活用により，効率的，

効果的かつ迅速に情報共有や取り組みの検討が行われて

いる．この連絡会議には，沿岸 15 市町の人事担当職員

（人事課等），宮城県の市町村担当（市町村課）と事業

担当（震災復興・企画部等）の職員が本メンバーとなり，

オブザーバーとして宮城復興局，総務省，東京都の被災

地支援宮城県事務所が参画している．同連絡会議の中で

は，職員を派遣しようとする支援自治体の対口支援先と

なる被災自治体を調整・決定する機能を有していた．こ

れは，支援する側としても受援する側としても，マッチ

ングに要する負担を軽減することで，被災自治体の人的

資源の不足解消に貢献するものである． 
 2）は，前述の市町村震災関係職員確保連絡会議の機能

によって，復興対応に従事する職員の不足人数を迅速に

把握し，市町・県・関係機関といった連絡会議メンバー

で共有するものである．2013 年 6 月以降から以上の状

況・情報共有を開始し，毎月データを更新するとともに

ウェブ上に公開している．各市町の人的資源の不足状況

については，(2)節で述べる．連絡会議で集約された人的

資源の不足状況は，随時宮城県ホームページで公開され，

人材不足の深刻な状況の発信の役割を担っている．また，

県内の不足状況の集約によって，各市町の人的資源の不

足の程度を一元的に把握できることは，支援投入先の検

討において重要な情報資源となる．広域的な災害におい

ては，このような連絡会議の機能は一定の意義があると

思料する． 
 3）は，主に 1）各市町における復興関係職員の採用と，

2）他地方自治体等への職員の派遣要請，3）復興関係職

員の必要人数を削減するための取り組みの 3 点となる．

これについては(3)節で詳述する． 

 
(2)宮城県における人的資源の不足状況 

 図 3～5 に，宮城県の沿岸 15 市町における職員の必要

人数，充足人数，不足人数の変化を示した．ここで示す

数値は，宮城県が沿岸 15 市町の担当者から提供された情

図 3 宮城県沿岸 15 市町の必要職員の人数の変化 
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図 4 宮城県沿岸 15 市町の充足職員の人数の変化 
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図 5 宮城県沿岸 15 市町の不足職員の人数の変化 
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報をとりまとめたものである 8）．ここでいう充足人数と

は，4 章(3)節の a）b）で述べる採用・派遣によって充足

された人数であり，不足人数とは上記の必要人数から充

足人数を除いた人数である．石巻市の場合は，人事担当

課が，庁内各課へのヒアリング調査を行った結果にもと

づいて必要人数を算出している． 
 宮城県内では，石巻市で復興対応で必要としている職

員の人数が 204～266 人と推移しており最も多い（図 3）．

気仙沼市が 130～229 人が必要となっており，石巻市の次

に多い．これらの次に，仙台市，山元町，南三陸町，東

松島市が 50～120 人程度に推移している．また，2013 年

3～4 月に，石巻市，気仙沼市，名取市，山元町で大幅な

ば需要増加が見られる．どれだけの復興関係職員が充足

されたかを見ると，2012 年 7 月以降より，石巻市，気仙

沼市に職員が徐々に充足されている（図 4）．これは，

2012 年 9 月に東京都任期付職員の派遣が，10 月に次節で

述べる総務省スキームによる追加派遣と市町による独自

調整による応援派遣が開始していることが影響している．

それ以外の市町については，2012 年 11 月・12 月以降に

ゆるやかに職員が充足されている．2013 年 1 月・2 月に

は，宮城県任期付職員（後述）の派遣が，1 月には兵庫

県職員任期付職員の派遣も開始された．図 5 は以上の復

興関係職員の必要人数から充足人数を減じて不足人数の

推移を示したものである．2012 年 6 月当初は，石巻市で

169 人，気仙沼市では 75 人，山元町では 46 人，東松島

市では 45 人の職員が不足していることが分かる．この状

況は徐々に解消の傾向を示しているが，石巻市と気仙沼

市では 2013 年 5 月現在で 60～80 名程度が未だ不足して

いる． 
 職種別の不足人数の内訳 8）をついて，宮城県全体を図

6 に，石巻市を図 7 に示した．職種は，一般事務職とし

て，税務，用地，その他，技術職として，土木：漁港，

土木：上下水道，土木：区画整理，土木：集団移転，土

木；その他，建築，電気，機械，農業土木，保健師，文

化財，その他がある．宮城県全体で見ると，一般事務職

の用地が一貫して不足していることが分かる（図 6）．

同様に，土木：区画整理，土木：集団移転が多い．これ

らは，津波によって被災した地域のまちづくりの基盤整

備に関する業務が被災地で多く求められていることを表

している．また，一般事務職のその他も多い．これは，

ここの区分で分類することができない多様な復興対応業

務が発生していることを意味している．石巻市では，

2012 年 10 月以降，不足人員の半数以上が一般事務職の

用地が占めている（図 7）．宮城県全体と同様に，用地

のほか，土木：区画整理，土木：集団移転，建築が多く，

このような傾向は 15 市町の中でも最も色濃く出ている．

2013 年 3～5 月に土木：その他の必要人数が多いが．こ

れは主に水産・漁港関係の復興業務が発生したためであ

る． 
 このような復興関係の必要人数，不足人数は，どのよ

うな市町で多いのかを把握するために，ハザード，被害，

対応，地域の規模との相関関係を分析した（表 1）．相

関関係の分析に用いる指標には，ハザードの大きさは，

計測震度 9），津波の浸水面積（km2）10），被害の大きさ

は津波浸水域の暴露人口（人，津波の影響のあったと思

われる人口）11），死者・行方不明者数（人）11）12），全

壊住家数（棟）11）12），対応の大きさには復興交付金事

業費の第 1～4 回の合計額（1,000 万円）13），地域の規模

は人口（2010 年，人）11），面積（km2）11），GRP（100
万円）14)を採用した．復興関係の職員の必要人数と不足

人数は，最大人数と平均値の両者を分析対象にしている．

表 1 には，以上の指標どうしの相関係数を示している．

列方向に正の相関が高い組合せのセルに上位 3 つまで色

塗りしている．濃い色の方が相関係数の値が上位である

ことを示している．復興関係の職員の必要人数は，浸水

した地域における暴露人口や死者・行方不明者といった

人的な被害の規模と高い相関を示しているほか，次に復

興交付金事業費との高い相関を示している．地域の規模

や物的な被害よりも，震災で影響を受けた人口の多さや，

それにともなう復興事業の規模に呼応して復興関係の職

員の必要人員数が増える傾向が見られた．このような傾

向は，不足人数とも同様である． 震災で影響を受けた人

口と復興事業の規模は，対応や作業が必要になる人口と

事業の量そのものと比例していることが推察される． 

図 6 宮城県における職種別の不足人数 
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図 7 石巻市における職種別の不足人数 
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表 1 宮城県沿岸 15 市町における必要人数・不足人数とハザード・

被害・対応・地域の規模との相関係数 

最大 平均 最大 平均

暫定計測震度 0.095 0.106 0.043 0.114

津波浸水範囲面積(km
2
) 0.704 0.741 0.685 0.662

浸水暴露人口 0.847 0.873 0.930 0.890

死者・行方不明者数（人） 0.874 0.897 0.924 0.890

全壊住家数(棟) 0.674 0.661 0.509 0.486

対応
復興交付金
事業費計(1,000万円)

0.846 0.842 0.699 0.697

人口(2010年) 0.248 0.209 -0.025 -0.031

面積(km
2
) 0.701 0.667 0.495 0.476

GRP(100万円) 0.224 0.185 -0.052 -0.056

必要人数 不足人数

ハザード

被害

地域の規模
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 なお，復興関係の必要人数については，震災によって

犠牲となった職員の人数も直接的に影響していることが

考えられる．論文執筆時（2013 年 5 月現在）では，震災

による職員の死者・行方不明者数に関する系統的なデー

タが存在しないことから，以上の分析には反映されてい

ない．この点に関する考慮は今後の課題としたい． 

 
(3) 宮城県における復興対応期における人的資源の確保 

 宮城県内の 15 市町では，次のような方法で復興関係の

業務に従事する人的資源を確保していた 15）16）． 
a)市町による職員の採用 
 市町による人的資源確保の自助方策として，市町が自

ら職員を採用する取り組みを行なっている．職員の採用

方法には，次のようなものがある： 
・正規職員の採用：任期を定めない常勤職員を採用する．

震災発生以降，恒常的に発生する業務に対して，

今後，採用する予定であった人員枠を前倒しで採

用しているのが現状である．石巻市では，2012 年

度に数年間分の人員について前倒しを行った．  
・任期付職員の採用：上記とは異なり，復興業務が必要

となる期間に限定して雇用する．宮城県が，市町

が希望する場合に，統一試験の実施を支援する場

合もある． 
・再任用職員の採用：定年退職した市町職員の雇用を延

長して採用する．宮城県内では仙台市で平時より

慣例的に行われていた方法をその他の市町でも実

施した． 
・臨時・非常勤職員の採用：パートタイムやアルバイト

で雇用する方法である． 
・市町村 OB・OG：総務省が全国の自治体職員の OB・

OG を対象に，被災地派遣の希望者リストを作成

し，これをもとに被災自治体で採用するものであ

る． 
 以上に要する人件費は，震災復興特別交付税によって

措置される．臨時・非常勤職員については，雇用創出基

金事業を活用されるケースもある． 
b)他地方自治体への職員の要請派遣 
・総務省スキームによる派遣 17）：総務省を窓口として，

全国市長会，全国町村会を通じて県外自治体へ派

遣要請する． 
・復興庁からの派遣 18）19）：復興庁が青年海外協力協会

（JOCA）と連携し，青年海外協力隊（JICA）の

OB・OG を「復興支援員」として派遣するもので

ある．加えて，民間企業に在職している人員を非

常勤の国家公務員として採用し，被災地に派遣す

るものも含まれる． 
・市町による独自調整による派遣：被災自治体が，被災

地外の自治体と直接的に交渉・調整し，職員派遣

を受けるものである． 
・宮城県職員の派遣：宮城県自体が被災自治体である中

で，基礎自治体に緊急性・重要性の高い職につい

て，宮城県職員を派遣する．  
・宮城県任期付職員の代用採用と派遣：宮城県が，市町

派遣を前提にした宮城県の任期付職員を採用して

派遣するものである． 
・宮城県内市町村からの派遣：宮城県内の市町村から職

員を派遣するものである． 
 以上のうち，地方自治体の職員が被災市町に派遣され

るものは，地方自治法（第 252 条の 17）にもとづいてい

る．総務省スキームによる追加派遣要請，宮城県知事に

よって親書や電話での要請，宮城県や市町担当者による，

東日本大震災で実施された日本型対口支援においてパー

トナーとなった自治体への支援要請の訪問は 2012 年 8 月

に本格化している． 
 図 8 に宮城県で a)と b)で示した人的資源を確保する方

法によって充足されている人数の内訳を市町別に示した．

a)の市町による採用では，多くの市町で任期付職員の採

用で概ね対応していることが分かる．また，正規職員を

前倒しで採用している市町は，石巻市，名取市，松島町

のみである．b)の派遣では，多くの市町で総務省スキー

ム，各市町による独自調整，宮城県の代行採用によって

対応されていることが分かる． 

 
c)復興関係職員の必要人数を削減するための取り組み 
 これまでに述べた a)市町による採用は，被災自治体の

予算を逼迫する．また，地方自治体の職員削減が進めら

れているさなかでは，b)の派遣による対応にも限界があ

る，このような状況を踏まえ，宮城県内の市町では，次

のような取り組みを行なっている： 
・地方振興事務所等による業務支援の強化：宮城県が設

置している地方振興事務所から，被災市町の業務

支援を強化する． 
・民間企業等への業務委託：業務の民間委託について民

間と政府に要請を行なっている． 
・市町業務の宮城県への業務委託：市町で担当している

業務については，宮城県で積極的に検討し，可能

なものから実施するものである．2013 年 5 月現在，

災害廃棄物の二次処理，災害公営住宅の建設等は，

すでに宮城県が受託して業務を行なっている． 
・業務の簡素化：県や市町の裁量がかかわる業務につい

ては，その簡素化を図る． 

図 8 宮城県における派遣職員と採用職員の内訳 
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図 9 石巻市における職員数の変化 
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 以上のように，既存の人的資源の流動的な活用のほか，

外部委託や簡素化によって業務負担を軽減する試みがな

されている． 

 
 
５．石巻市における復興対応のための組織整備 

 
 本章では，石巻市における復興対応における体制の詳

細を述べる． 
 図 9 に，2011 年 3 月 1 日，2012 年 4 月 1 日，2013 年 4
月 1 日における職員数の変化を示す．図 9 では，それぞ

れの時点ごとに部局別の内訳も示している． 
東日本大震災発生の直前は 1,787 人であった職員数は，

2012 年 4 月には 1,611 人となった．この 1 年間において

は，次のような部局の設置・廃止があった．復興対策室

（2011 年 4 月），建設部基盤整備課，生活環境部災害廃

棄物対策課および河北・雄勝・北上・牡鹿総合支所の災

害廃棄物対策室，福祉総務課生活再建支援室，避難運営

対策室，産業部産業復興課（2011 年 5 月），福祉部仮設

住宅運営管理室，復興担当審議監（2011 年 7 月），復興

協働プロジェクト担当（2011 年 10 月），教育委員会事

務局長（震災復興担当）（2012 年 12 月）を設置してい

る．このうち，避難所運営対策室と災害廃棄物対策室は

2012 年 1 月 1 日付けで廃止になってる．また，2012 年 2

月には，震災復興部を設置し，同部内に復興政策課，協

働プロジェクト推進課，土地利用住宅課，基盤整備課が

配置されることとなった． 2012 年 4 月 1 日付けで，復興

推進監，産業部水産物地方卸売市場建設準備室，福祉部

被災市民生活支援課，生活環境部環境放射線対策室，教

育委員会市立高等学校統合準備室，税務課の再編（市民

税課，資産税課，納税課），下水道課の再編（下水道管

理課，下水道建設課），産業部産業推進課への改称（産

業復興課から），生涯学習課の統合設置などがあった．

震災発生前と発生後 1 年後の職員数の減少は，主に病院

局によるもので，沿岸部にあった病院が被災したことに

よる機能縮小が原因となっている． 
2013 年 4 月には，全正職員数が 1,624 人となっている．

この間では，2012 年 5 月に震災復興部集団移転対策課が

設置され，2012 年 7 月に震災復興部復興住宅課が設置さ

れ，土地利用住宅課が土地利用課に改称された．2013 年

1 月には震災復興部区画整理課，学校施設準備室が設置

されたほか，2013 年 4 月に虐待防止センターが設置され

た．また，同月に被災市民生活支援課が生活再建支援課

に改称されている． 
 表 2 に，以上の組織変遷を庁内の職員数の増減につい

て，課および施設の単位で分析したものを示す．石巻市

では，部・支所・局の下位単位である課および施設（○

○センター，○○館等）が人員配置の基礎単位として用

表 2 石巻市における震災発生前後の部局の変化 

維持 縮小 拡大
解体

(被災)
解体

(再編)
解体

(その他)
休止

兼務
移行

指定
管理
移行

再編
(仮設)

再編
(恒久)

創発
(復興

対応)

創発
(その他)

計 割合

2 3
40.0% 60.0%

3 2 2
42.9% 28.6% 28.6%

7
100.0%

2 7 1 4 2 3 2
9.5% 33.3% 4.8% 19.0% 9.5% 14.3% 9.5%

4 2
66.7% 33.3%

3 5 7 3 1 1 1 1
13.6% 22.7% 31.8% 13.6% 4.5% 4.5% 4.5% 4.5%

3 2 1
50.0% 33.3% 16.7%

1 4 1 2 3
9.1% 36.4% 9.1% 18.2% 27.3%

2 6 1
0.0% 22.2% 66.7% 11.1%

2 1 1 1 2
28.6% 14.3% 14.3% 14.3% 28.6%

1 3 5 5
7.1% 21.4% 35.7% 35.7%

1 2 1 2
16.7% 33.3% 16.7% 33.3%

3 4 1
37.5% 50.0% 12.5%

2 2 1 2 2 1
20.0% 20.0% 10.0% 20.0% 20.0% 10.0%

1 9 2 11
4.3% 39.1% 8.7% 47.8%

1 1
50.0% 50.0%

53 22 12 16 1 10 1 1 3
44.5% 18.5% 10.1% 13.4% 0.8% 8.4% 0.8% 0.8% 2.5%

1
100.0%

1
100.0%

1
100.0%

1
100.0%

計 79 70 44 33 6 3 3 16 6 5 6 12 4 287 100%
割合 27.5% 24.4% 15.3% 11.5% 2.1% 1.0% 1.0% 5.6% 2.1% 1.7% 2.1% 4.2% 1.4% 100%

農業委員会事務局 1 0.3%

選挙管理委員会事務局 1 0.3%

監査委員事務局 1 0.3%

教育委員会 119 41.5%

議会事務局 1 0.3%

病院局 23 8.0%

会計管理者 2 0.7%

北上総合支所 8 2.8%

牡鹿総合支所 10 3.5%

河南総合支所 14 4.9%

桃生総合支所 6 2.1%

河北総合支所 9 3.1%

雄勝総合支所 7 2.4%

産業部 6 2.1%

建設部 11 3.8%

健康部 6 2.1%

福祉部 22 7.7%

震災復興部 7 2.4%

生活環境部 21 7.3%

総務部 5 1.7%

企画部 7 2.4%
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いられている．以降の記述は，簡略化して課および施設

を合わせて課と称する．石巻市における各課は，2011 年

3 月から 2013 年 4 月にかけて，職員数が変わらない課

（維持）が 79 課（27.5％）と最も多い．次に，減少した

課（縮小）が 70 課（24.4％），増加した課（拡大）が 44
課（15.3％）がつづき，縮小となった課が多いのが特徴

的である．震災発生後に，廃止された課（解体）は，震

災の影響を直接的に受けて廃止になった課・施設（解体

（被災））が 33 課（11.5％），組織改革で再編された課

（解体（再編））が 6 課（2.1％），それ以外（解体（そ

の他））が 3 課・施設と，解体となった課が全部で 42 課

（14.6％）と震災による影響は少なくない．一時的に業

務を停止しているのは，すべて施設であり，3 施設ある

（休止）．他の部局と兼務に移行した課（業務移行）と

民間等へに管理・運営が移行となった課（指定管理移行）

は，それぞれ 16 課（5.6％），6 課（2.1％）となってい

る．施設が被災したことによって一時的に仮再編された

課（再編（仮設））が 5 課（1.7％），恒久的な再編が行

われた課（再編（恒久））が 6 課（2.1％）となっている．

震災発生後に新設となった課は，復興対応を行う課（創

設（復興対応））が 12 課（4.2％），それ以外の目的で

新設された課（創設（その他））が 4 課（1.4％）となっ

ていた．震災発生後の復興対応を行う上で，部課の創設

や部職員の増員が行われている中で，庁内全体的に平常

部局において職員の削減することによって補填されてい

るほか，業務移行や指定管理移行によって対応がなされ

ていることが分かる． 
 表 3 に，2013 年 4 月時点における各部局の正職員と派

遣職員の人数の内訳を示した．正職員とは，全職員のう

ち，派遣職員と臨時・非常勤職員以外の職員のことであ

り，前述の正規職員とは異なる．表 3 には，各部局中に

占める正規職員が占める割合も示しており，同割合が低

い箇所に上位 3 つまで色塗りしている．濃い色の方が正

規職員が占める割合が低いことを示している．震災復興

部では，正規職員の占める割合が 43.7％であり，約半数

が市外の応援職員となっている．生活環境部や建設部に

おいても派遣職員が多い．生活環境部においては，災害

廃棄物対策課と税関係の課（市民税課，資産税課，納税

課）が，建設部においては，道路課や建築課で多くの派

遣職員が従事しているためである． 
 石巻市においては，次の 5 つの方法で，人的資源の確

保に当たっている：1）正規職員の採用，2）任期付職員

の採用，3）社会人の中途採用，4）市町による独自調整

による派遣．5）総務省スキームによる派遣，6）宮城県

任期付職員の代用採用． 1）の正規職員の前倒し採用は，

実質的に新規採用削減率の緩和を意味している．震災前

の石巻市では，行政改革として毎年の退職者数に対して

3 分の 1 程度に採用をとどめていたが，2013 年度採用に

ついては 4 分の 3 程度に引き上げた．2013 年 4 月現在に

おいて，2）任期付職員は 25 人，3）社会人中途は 6 人を

採用している．また，4）独自調整，5）総務省スキーム， 
4）宮城県任期付職員の代用採用合わせて 162 人である． 
 石巻市における独自調整に当たっては，総務部人事課

が宮城県と一体的に，対口支援先となっている 9 府県

（群馬県，新潟県，静岡県，三重県，滋賀県，京都府，

大阪府，岡山県，大分県）と，7 政令市（新潟市，静岡

市，浜松市，京都市，大阪市，堺市，岡山市）に直接的

な要請を行なっている，要請に当たっては，電話・手紙

のみならず，以上の地方自治体に石巻市長ならびに幹部

職が，他自治体の首長等を直接訪問し，依頼・交渉を行

なっている．また，派遣職員を受け入れるために，賃貸

集合住宅 168 戸，応急仮設住宅 22 戸のほか，通勤手段と

しての自転車や自動車（レンタル）の確保を行なってい

る，被災者のすまい確保の需要が高いさなかで，応援職

員の仮すまいを確保することは非常に困難である．これ

らの業務は人事課の担当となっている． 

 
 
６．復興対応における人的資源確保の課題 

 
 以下，インタビュー調査において示された東日本大震

災の復興対応における石巻市の人的資源確保に関する課

題を挙げる： 
1） 正規職員採用による復興対応職員の確保は実質的に

不可能である：現段階で，正規職員を大量に雇用す

れば，復興事業が終了した後，業務量や税収に対し

て職員数過多になってしまうため，復興対応におい

て大量の正規職員を採用することはできない． 
2） 他地方自治体からの理解・協力を得ることは難し

い：市外への訪問・要請の際には，被災地ではない

自治体では「震災対応は，まだ必要なのか」という

反応が見られるという．震災発生から 2 年が経過し

た現在では，震災に関する話題がメディア等で目に

する機会が著しく減っているせいか，震災対応が継

続していることについて，被災地外の自治体が理解

することは難しく，協力を得るこが困難になってい

る． 
3） 「全国の中で派遣できる職員」の数は限られてい

る：全国の地方自治体では，一般的に自治体職員の

人数が削減傾向にある．また，平時において適切な

人員数で業務を遂行しているため，多くの自治体で

派遣ができる余力はあまりない．また，派遣可能な

人員についても，被災自治体の数が多いため，「奪

表 3 石巻市における正職員と派遣職員の比率 

部局 正職員 派遣職員 計
正職員の占
める割合

総務部 76 6 82 92.7%

企画部 43 1 44 97.7%

震災復興部 59 76 135 43.7%

生活環境部 114 21 135 84.4%

健康部 110 5 115 95.7%

福祉部 189 12 201 94.0%

産業部 58 7 65 89.2%

建設部 126 38 164 76.8%

河北総合支所 65 65 100.0%

雄勝総合支所 43 43 100.0%

河南総合支所 87 87 100.0%

桃生総合支所 42 42 100.0%

北上総合支所 48 48 100.0%

牡鹿総合支所 80 80 100.0%

病院局 141 141 100.0%

会計管理者 13 13 100.0%

教育委員会 298 3 301 99.0%

石巻市議会 10 10 100.0%

選挙管理委員会 7 7 100.0%

監査委員 4 4 100.0%

農業委員会 11 11 100.0%

計 1,624 169 1,793 90.6%
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い合い・取り合い」の現象も発生している．このよ

うな状況においては，派遣元となる自治体や派遣者

が，生活環境が整い，交通の利便性が高いより住み

やすい地域を選択するような事例も発生している． 

2012 年 6 月当初，必要人数が最も多かったのが石巻

市であるのに対して（図 3），2013 年 5 月現在では

気仙沼市で人的資源が最も不足している（図 5）．

インタビューによれば，同市への交通アクセス性等

も影響していると考えるという． 

 
 
７．おわりに 
 

 本稿では，東日本大震災の被災地で復興業務に従事す

る人的資源が不足している現状に着目し，石巻市を対象

に発災から現在に至るまでの人的資源確保の状況につい

て調査・分析を行い，現状の課題や今後の大規模災害に

おける人的資源の運用・確保に関する知見の導出を試み

た．ここでの調査・分析を通して得られた結果は次のよ

うにまとめられる：  
1） 石巻市においては，市災害対策本部を設置している

期間，市震災復興推進本部を設置している期間で災

害対応の人的資源配置が大きく異なっていた．前者

は非常配備にもとづく班体制であり，加えて市外の

地方自治体等が自主的に派遣する職員によって対応

がなされていた．後者は通常の課体制に戻り，加え

て市自らの職員採用や他地方自治体への派遣要請に

よる応援職員によって対応がなされていた． 
2） 震災発生から 1 年間は，関西広域連合やその他の自

治体から応援職員が派遣されていた．主たる業務は，

避難所運営，生活再建支援事務，災害廃棄物処理事

務，支援物資管理，り災証明発行業務であった． 
3） 宮城県では，沿岸市町での深刻な人的資源の不足の

発生を受けて，「市町村復興関係職員確保アクショ

ン・プラン」を作成し，人事関係者による連絡会議

を設置し，需要・不足状況の迅速な把握のほか，全

県・全国的な人的資源の採用・派遣を実施する報告

を講じているほか，基礎自治体の負担そのものを軽

減する方策を講じている． 
4） 市町による復興対応における人的資源を確保する方

法の一つは職員の追加採用である．方法としては，

正規職員，任期付職員，再任用職員，臨時・非常勤

職員，他地方自治体 OB・OG の採用がある．特に，

市町による任期付職員の採用が多い． 
5） もう一つの人的資源を確保する方法は，他地方自治

体への応援要請にもとづく職員の派遣である．被災

した基礎自治体が独自で応援要請・調整を行うもの

のほか，宮城県，総務省，復興庁が窓口や調整役を

担い，派遣する方法がある．特に，市町の同時調整

や総務省スキームによる他地方自治体からの職員派

遣や，宮城県からの任期付職員の職員派遣が多い． 
6） 石巻市は，人員を増加させる課（拡大），新設する

課（創発）によって復興対応に当たっている．この

ような配置は，以上に示したような追加採用職員や

他自治体からの派遣職員だけでまかなうことはでき

ず，人員を削減する課（縮小），再編する課（再

編），兼務や指定管理への移行等によって復興対応

に必要な人的資源を確保している． 
7） 復興対応に求められる人的資源の量は，死者・行方

不明者数や津波浸水域における暴露人口といった人

的被害の規模と高い相関があった．この他，それに

とともなう復興事業の規模に呼応して復興関係の職

員の必要人員数が増える傾向が見られた． 
8） 復興対応における人的資源の確保の課題としては，

急激な需要発生に耐えうる供給人員が全国中のどこ

でも確保が困難であること，応急期に比べて復興対

応時期の切迫性の理解が弱いことから，他自治体等

からの協力が得られにくい． 
 第 4 章(2)節で，各市町の人的資源の必要・不足人数が

人的被害の規模と高い相関があることを示した．東日本

大震災の宮城県沿岸 15 市町について，説明変数 X を死

者・行方不明者数，目的変数 Y を必要人数にした回帰分

析を行うと，Y=0.057X+25.04（決定係数 R2：0.804）で

あった．この回帰式にもとづいて，想定南海トラフ巨大

地震津波における高知県の想定人的被害のデータ 20）を

用いて推計した．その結果，宮城県の必要職員の人数の

最大が 1,294 人（2013 年 4 月）であったのに対して，最

も被害が甚大ば場合で，高知県だけで約 3,035 人と試算

された．想定南海トラフ地震で高知県が被災すれば，東

松島市の宮城県における 3 倍程度の人的資源が追加的に

必要になることになる．東日本大震災において，現状の

必要人数を満たせていないことから，南海トラフ巨大地

震津波災害においては，より人的資源確保が困難になる

ことが容易に想像される．今後は，南海トラフ巨大地震

を念頭におき，東日本大震災における人的資源の確保手

法や業務負担軽減策を基礎資料にして，全国的な効率

的・効果的な復興対応における人的資源運用の手法につ

いて検討・開発を行いたい．  
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